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Ⅰ は じ め に

本研究は，おもに経営研究の領域における国際ジャーナルに掲載された論文の知見を
とりあげながら，研究対象として中小企業（SME : Small and Medium sized

1
Enterprise）

をとりあげるさいに，研究上加味しなければならない点を明確にすることを目的として
いる。すなわち，われわれは，なぜ中小企業を研究対象とするのか，あるいは，なぜ研
究対象とする企業を中小企業と呼ぶのか，という疑問に対して，何らかの回答を与えよ
うとするものである。
中小企業という用語は，一般的に多くの人々に認知されていると考えるのは，筆者だ
けではないであろう。中小企業という企業は，企業の諸形態のなかで規模別の区分の 1

つの形態である。すなわち，中小という用語は，大と比べて相対的に規模が小さいとい
うことである。このため，すべての企業から中小企業とされる企業を抽出するというこ
とは，その中小企業が同時に大企業と比べて相対的に規模が小さいということになるの
は自明であろう。しかし，それではなぜ中小企業をわざわざ一般企業から区別しなけれ
ばならないのであろうか。
いわゆる中小企業は，学術コミュニティにおけるホットなイシューの 1つであり，多
くの研究者が研究成果を発表してきた。しかしながら，中小企業研究と言われる学術コ
────────────
１ 一般的には複数形として Enterprises となるために，SMEs となる。
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ミュニテ
2
ィに一般的には属していない研究者が，研究対象として中小企業をとりあげる

さいに，なぜその企業を中小企業とするのかについて，言及されていないことが少なく
ない。一般の企業ではなく，あえて中小企業とするからには，それをなぜ中小企業とす
るのかについて，少なくとも何らかの説明が必要であると考える。なおここを含めて本
研究のいくつかの箇所では「中小企業」と表記しているが，国際ジャーナルにおいて
は，必ずしも SME と英語で表記しない場合がある。その代わりに，たとえば，Small
Enterprise あるいは Small Firm といった小企業や，Small Business といったスモール・
ビジネス，すなわち小事業といった用語が用いられる。この点は，後であらためて言及
される。
本研究が想定する読者は，中小企業研究者だけでなく，中小企業を研究対象としてと
りあげてみようという日本の研究者である。日本にはこれまでにも中小企業研究の学術
コミュニティを中心とした多くの研究蓄積がある。しかし，本研究では，日本の中小企
業研究とされる研究蓄積については触れず，おもに経営研究の領域の国際ジャーナルに
掲載され，かつ中小企業を検討対象とした論文をとりあげ

3
る。国際ジャーナルは，多様

な学問的領域ならず学問的立場が許容されており，論文として公開される以前から，カ
ンファレンスなど多くの場で，積極的な議論がなされてきた。また，国際ジャーナル上
においても，先行研究のレビューというかたちで諸研究の蓄積や洗練がなされてきた。
国際ジャーナルの投稿者は英語を母語とする一部の学術コミュニティでなく，いまや全
世界の研究者であり，国籍を越えたグローバルな研究潮流は，中小企業，スモール・ビ
ジネス，さらに近年では関連領域としてアントレプレナーシップといった領域で，新し
い課題の発見や洞察に重要な貢献をしてきた。筆者なりにそのような知見を整理し，日
本の学術コミュニティに対して日本語で説明することは，中小企業およびその関連領域
に関心のある日本の研究者および学術コミュニティにとって，知識・情報の共有や研究
上の刺激を与えることに少なからず貢献するものと考える。本研究をつうじて，研究対
象として中小企業をとりあげることの意味を共有することで，中小企業を研究してみよ
うという機運が中小企業研究の学術コミュニティ以外の学術コミュニティにおいて少し
でも高まっていくことにつながるとすれば，それは日本の中小企業研究をさらにいっそ
う発展させていくことを願ってやまない筆者の望外の喜びである。

────────────
２ 日本で言えば，日本中小企業学会といった中小企業研究に関心をもつ多様な専門分野の研究者の集まり
のことを指す。日本中小企業学会会則によれば，第 2条の目的の条項のなかで，「本会は，中小企業研
究に関心をもつ多様な専門分野の研究者を結集し，中小企業の総合的・学際的研究を発展させ，その成
果の普及を図ることを目的とする」と明記されている（http : //www.jasbs.jp/pdf/kaisokulink1.pdf）（2021
年 6月 29日アクセス）。

３ 各国の中小企業研究は，諸外国の影響を受けながら，独自の発展を遂げてきたと評されることがあるが
（Blackburn and Smallbone 2008），国際的見地からみた各国の中小企業研究の独自性の詳細については，
本研究の検討事項の範囲を超えているため，別稿にて紹介かつ検討することにしたい。
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本研究の構成は以下のとおりである。第Ⅱ節では，中小企業とはどういう企業かにつ
いて，おもに量的指標である従業員数の指標から説明する。第Ⅲ節と第Ⅳ節では，中小
企業をとらえていくための 2つの方法についてそれぞれ議論する。第Ⅲ節では，その方
法の 1つとして，大企業ないし大事業といったいわゆる「大」との差異について，いく
つかの先行研究を題材に議論していく。第Ⅳ節では，その方法のもう 1つとして，中小
企業内部の差異，すなわち中小企業の異質性について議論する。第Ⅴ節では，これら 2

つの方法を踏まえた「中小企業らしさ」を追求していくことを主張するとともに，理論
的貢献の方向性を提示する。第Ⅵ節は，小結であり，本研究での考察を踏まえ，「中小
企業らしさ」を追求していくことを，中小企業を対象とした研究の 1つの方向性として
提案する。

Ⅱ 中小企業はどういう企業か

中小企業は，大企業と比べて相対的に規模の小さい企業を意味する。この規模の小さ
さは，量的指標によって表される。量的指標には，資本金額や売上高，さらには資産額
などいくつかの指標があるが，おもな指標と言えば，国際比較などでももちいられる従
業員数であろう。たとえば日本では，中小企業基本法に中小企業の範囲規定がなされて
おり，ここで量的指標として，資本金額と従業員数（常用雇用者数）の 2つの指標が採
用されている。業種別に 4つの類型があるが，従業員数の指標のみをとりあげると，製
造業では 300名以下，卸売業・サービス業では 100名以下，小売業では 50名以下の範
囲（と別に規定されている資本金額のどちらか一方）を満たせば中小企業となる。さら
に日本では，中小企業の規定とは別に，従業員数の指標のみで小規模企業が規定されて
いる。具体的には，製造業では 20名以下，それ以外の業種では 5名以下の範囲を満た
せば小規模企業となる（なおこれ以降では，日本の法律上の範囲に限定しない限りで，
小規模企業を小企業と同義とする）。
量的指標としての従業員数の規定は，日本以外でも世界各国で採用されている基本的
なものである。たとえば，アメリカでは Small Business Administration という機関がス
モール・ビジネスを規定している。この規定では業種ごとで大幅に異なり，さらに従業
員数と年間売上高が加味されるが，製造業で従業員数 500名以下（あるいは最大でも
1500名の範囲内）となっている。欧州連合（EU）では欧州委員会勧告（Commission
Recommendation）で中小企業にかんする規定があり，ここでは従業員数以外にも年間
売上高や資産額なども加味されるが，従業員数だけとりあげると中規模（medium-
sized）が 250名未満，小企業（small）が 50名未満，さらにマイクロ（micro）が 10名
未満となっている。アメリカの範囲規定はあくまでスモール・ビジネスが対象となって
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おり，「中小」でなくまた「企業」でもない。さらに欧州連合の範囲規定は中小企業を
対象にしているが，欧州では中・小・マイクロを総称して中小企業としながら

4
も，あく

まで中・小・マイクロは個別に規定されているが，日本では小規模企業は中小企業の範
囲に含まれているという点で日本と異なっている。
各国それぞれの状況によって，「中小企業」の範囲に違いがあるものの，量的指標を
もちいて「中小企業」の範囲を規定することで全企業のなかから「中小企業」を抽出す
ることが可能となる。しかし量的な範囲規定を満たす企業が規模的に「中小企業」であ
るとしても，どのような企業が「中小企業」なのかについては，いくつかの疑問が残さ
れ

5
る。1つは，大企業との違いである。量的に中小企業の範囲が確定し，中小企業なる
企業層の企業が抽出されることで大企業と規模的に区分されることになるが，大企業の
ミニサイズが中小企業ではないことは自明であろう（Curren and Blackburn 2001）。それ
では中小企業は，大企業と比べて規模が小さいというほかにどのような違いがあるので
あろうか。
2つは，中小企業とされる企業の内部における違いである。大企業と規模的に区分さ
れた中小企業なる企業は，「中小」ということからも推察できるように，現実的にも多
様な規模の企業から構成されている。たとえば，日本では，量的指標によって規定され
る中小企業は，企業数全体の 99％以上を占めている。さらにその内実をみると，従業
員数のみで規定される小規模企業として規定される 20人以下規模層が 85％程度を占め
てい

6
る。このように，中小企業と言われる企業層のなかにも，たとえば規模別による違

いがあるが，規模による違いのほかに，どのような違いがあるのであろうか。
3つは，企業規模と事業規模との関連である。企業規模と事業規模は必ずしも一致し
ない。つまり，中小企業は規模が相対的に小さい企業ではあるが，運営する事業規模が
小さいわけではなく，企業規模の小ささと事業規模の小ささは別である（Welsh and
White 1974）。「中小」＝「小（スモール）」でないことは自明であるため，中小企業＝ス
モール・ビジネスでないことは容易に理解できるであろうが，小企業は，スモール・ビ
ジネスという単位をはるかに超えた存在であるため（Curran 2006 ; Volery and Mazzarol

────────────
４ 英国の研究者のなかには，マイクロ・ビジネスは中小企業（SMEs）とは区別するべきという見解もあ
る（Gherhes et al. 2016）。

５ たとえば日本では，量的指標として採用されている資本金額についてはある問題が指摘されている。そ
れは大企業の「中小企業化」である。資本金額に応じて税負担金の違いがあることから，巨額損失の補
填原資の確保のために税負担を軽減するべく大企業が資本金の減資をして「中小企業化」する事例があ
る。こうした大企業は一時的な措置とは言え実質的に「中小企業化」する。こうした「中小企業化」し
た大企業が一般中小企業と同じ中小企業であるということにはならないと言えるであろうが，ではなぜ
同じでないと言えるのかについて，一定の力のある説明はなされていないように考える。

６ 2016年度経済センサスによれば，民営かつ非一次産業で産業別規模別企業数を企業数でみると，日本
において 358.9万の企業が存在しているが，そのうち 99.7％の 357.8万が中小企業であり，さらにその
うち 84.9％の 304.8万が小規模企業である。
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2015），小企業＝スモール・ビジネスでもないのである。
このように，世界各国の状況を考慮し，量的指標をもちいることによって，それぞれ
の国ごとで中小企業の範囲を規定することができる。しかしながら，どのような企業が
中小企業であるのかを説明することは容易ではない。それゆえ，どのような企業が中小
企業であるのかを説明するためには，量的指標をもちいた範囲規定とは異なる別の方法
からアプローチしなければならない。そこで以下では，先人の知識を借りるべく，おも
に経営研究の領域での国際ジャーナルに掲載された中小企業をめぐる論文を手がかりと
し，1つは大企業ないし大事業といった「大」との差異，またもう 1つは中小企業の内
部の異質性，という 2つのアプローチから，中小企業をとらえていくことにしたい。た
だし，ここで問題がないわけではない。国際ジャーナル上の論文は英語で書かれてい
る。上でみたように，SMEs, Small Enterprises/Small Firms，あるいは Small Business と
いったように中小企業に関連する用語がいくつか混在しており，それぞれが明確に使い
分けられていない場合が一部に見受けられる。それぞれの用語の用法をどのように整理
していくべきかについては，課題が残されていることをまずここで明記しておく。

Ⅲ 「大」との差異をとらえる

Ⅲ-1．D’Amboise と Muldowney による中小企業の経営理論
中小企業がどのような企業であるかをとらえていくための試みは，スモール・ビジネ
スには，「独自の組織理論が必要である」（Dandridge 1979）と指摘されたように，1970
年代から展開されてきた。1970年代後半にみられた見解は，たとえば，「スモール・ビ
ジネスは少し大きめのビジネスではない」（Welsh and White 1981），などと指摘された
ように，「小」は「大」を小さくしたものではなく，むしろ特異的であるというカテゴ
リカルな主張であり，どちらかと言えば「抗議」的な論調（Torrès and Julien 2005）で
あった。それゆえ研究者は，中小企業（ないしスモール・ビジネス）を定義すること
で，中小企業を抽出することに満足していた（D’Amboise and Muldowney, 1988 ; Sto-
rey, 1994 ; Torrès and Julien, 2005）。こうして中小企業ないしスモール・ビジネスは，
「大」と比べて相対的に規模の小さい企業や事業の総称とされるようになった。しかし
「大」との違い，すなわち規模の違いに焦点を当てると，こうして抽出される「中小」
はあまりにも同質な層となった。
1980年代後半になると，小企業ないしスモール・ビジネスの特徴を特定するために
議論が展開されていくようになる（Curran and Blackburn, 2001 ; D’Amboise and Mul-
downey, 1988 ; Miller and Toulouse, 1986）。なかでも，大きな影響力のある先行研究と
いう点では，経営研究の領域で非常に大きな影響力のある，かつ国際的に代表するジ
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ャーナルの 1つである Academy of Management Review に 1980年代後半に掲載された
D’Amboise and Muldowney（1988）があげられる。D’Amboise と Muldowney は，断片
化されていた小企業ないしスモール・ビジネスにかんする諸研究を包括的にレビュー
し，小企業ないしスモール・ビジネスの経営理論として，「タスク環境」（環境とのかか
わり），「組織構成」（株主や経営者，ガバナンスのあり方），「経営者の特性」（①起業家
との違い（Carland et al. 1984），②モチベーションと方向性（Smith and Miner 1985），
③目標・目的・戦略（Sexton and Van Auken 1985）の 3つの視点に整理した。これら 3

つの視点を包括する「成功・失敗」と「進化」という 2つのカテゴリーを提唱した。
このように，D’Amboise and Muldowney（1988）は，小企業ないしスモール・ビジネ
スの経営問題の特異性を考慮に入れる必要性を説いた。さらに Miller and Toulouse

（1986）は，企業家の性格，具体的には柔軟性，達成欲求，そして行動統制の意識（in-
ternal locus of control）が小企業の戦略や構造，意思決定方法，業績に影響を及ぼすこ
とを実証的な調査から明らかにした。1970年代にみられた見解からみれば，D’Amboise
and Muldowney（1988）や Miller and Toulouse（1986）などにみられる 1980年代後半の
議論は，小企業の特徴を特定するために努力してきたと評されている（Curran and
Blackburn, 2001 ; D’Amboise and Muldowney, 1988 ; Miller and Toulouse, 1986）。小企業
ないしスモール・ビジネスの異質性ないし多様性を主張していくために，多くの研究者
はその立場を緩和させていくことになり，「中小企業は多かれ少なかれ特異的である」
というように緩和された（Brooksbank, 1991）。

Ⅲ-2．Torrès と Julien による「特異性」および Curran の反論
小企業ないしスモール・ビジネスは，同質的でなくむしろ特異的であるという考え方
は，長年にわたり，「基本的な前提，基本的で議論の余地のない真実」（Torrès and Ju-
lien 2005）とみなされてきた。しかしながら，個々の小企業ないしスモール・ビジネス
が，その母集団と一致するわけではない。それでは，小企業ないしスモール・ビジネス
の異質性はどのようにとらえることができるであろうか。この課題に対して，「特異性
（specificity）と変性（denaturing）」というタイトルで，中小企業およびアントレプレ
ナーシップ関連の代表的な国際ジャーナルの 1つである International Small Business

Journal（以下，ISBJ）の 2005年のある号に挑戦的な論文が掲載された。これが，Torrès
and Julien（2005）である。
Torrès と Julien は，古典的概念として，スモール・ビジネスにみられる「経営上の特
異性のテーゼ（managerial specificity thesis）」を主張した（Torrès and Julien 2005）。これ
は具体的には，小規模，権限中枢のマネジメント，低レベルの専門化，直感的かつ短期
的な戦略，単純かつ非公式の内部・外部の情報システム，ローカル市場といった「特異
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性」を保有しているというスモール・ビジネスの概念（見方）である（表を参照）。こ
の「経営上の特異性のテーゼ」の普遍性を反証するために，スモール・ビジネスの概念
に対応するかたちで，小規模，権限分散のマネジメント，高レベルの専門化，系統的か
つ長期的な戦略，複雑かつ公式の内部・外部の情報システム，世界市場といった要素を
保有しているという反スモール・ビジネス概念を提唱した（表を参照）。言い換えれば，
スモール・ビジネスは時代の経過とともに変性してきており，必ずしもスモール・ビジ
ネスではなくなっているということである。Torrès と Julien はこれを変性コンテクスト
と呼んでおり，変性コンテクストを，そのコンテクストにおけるスモール・ビジネスに
関連するすべての特性が，通常のスモール・ビジネスに関連する特性とは根本的に異な
るものであると定義している（Torrès and Julien 2005 : 364）。このように変性したス
モール・ビジネスは，リーダーシップや組織的特性において古典的なスモール・ビジネ
スのモデルとは異なり，経営手法においてより規模の大きな企業のモデルに近く見え，
なかには世界市場を手がけるなど，スモール・ビジネスというコア特性のみを共有して
いる可能性がある（Karoui et al. 2017）。
Torrès と Julien は，約 30年間にわたる小企業ないしスモール・ビジネスの研究を批
判的に検討した結果，特異性のテーゼに支えられた伝統的なスモール・ビジネスの定義
と現実にあるスモール・ビジネスの異質性との間のギャップの根底にある，この主要な
理論的パラドックスを特定した（Karoui et al. 2017）。Torrès と Julien は，すべてのス
モール・ビジネスが経営の特異性が普遍的な原則になるという結果と，特定の管理方法
を採用しているという考えに疑問を呈した。その代わりに，スモール・ビジネスの経営
の特異性に対する偶発的なアプローチを提案し，スモール・ビジネスの経営実践のテー
ゼの妥当性の枠組みを定義することを可能にした（Volery and Mazzarol, 2015）。
Torrès と Julien の見解は，その後も多くの論文でとりあげられるなど，中小企業をど
のようにとらえるかをめぐって大きな反響をもたらした。この Torrès と Julien の見解
に対して，彼らが論文を発表して速やかに反論を提示したのが，Curran（2006）であ
る。

表 スモール・ビジネス概念と反スモール・ビジネス概念

スモール・ビジネス概念 反スモール・ビジネス概念

小規模
権限中枢のマネジメント
低レベルの専門化

直感的かつ短期的な戦略
単純かつ非公式の内部・外部の情報システム

ローカル市場

小規模
権限分散のマネジメント
高レベルの専門化

系統的かつ長期的な戦略
複雑かつ公式の内部・外部の情報システム

世界市場

出所：Torrès and Julien（2005）p.363 表 2。
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Curran は，Torrès and Julien（2005）が掲載された国際ジャーナルである ISBJ の別号
に比較的短い論稿を発表し，そのなかで，いくつかの反論を提示している（Curran
2006）。ここではいくつかの反論のうち，おもに 3つの点についてとりあげる。1つは，
Torrès と Julien がスモール・ビジネスの研究における支配的な「パラダイム」，つまり
「経営上の特異性のテーゼ」と呼ぶものについてである。Curran は，本格的な研究が始
まった 1960年代後半から約 30年間にわたって，スモール・ビジネスがどのように機能
し，経済のなかでどのような役割を果たしているかがいくつかの研究で明らかにされて
きており，そこでは変異性とされるような堅苦しくもなくまた閉じたイメージではな
く，学術コミュニティのなかで認識論的，方法論的，研究成果に関する議論（Curran
2006 ; Curran and Blackburn 2001 ; Grant and Perren 2002 ; Gibb 2000）が展開されてい
ると指摘する。
2つは，規模の量的規定にかんする問題である。中小企業の企業形態が多様であるた
めに，定量的に測定された小規模性が必ずしもスモール・ビジネスと同一視されること
はないという点である。Curran は，この点を「一定の同意が得られる指摘」としなが
らも，小規模な企業ほどスモール・ビジネスと性格が合致するために，Torrès と Julien

の批判の力は弱くなるとしている。Curran がとくに問題にするのは，定量（quantita-
tive）のアプローチに対する欠陥の認識であり，その後発展してきた定量のアプローチ
に代わる定性（qualitative）の認識論的かつ方法論的アプローチ（Cope 2005 ; Curran
and Blackburn 2001 : 43-46, 102-124）について，Torrès と Julien が触れていないという
点である。定性のアプローチは，スモール・ビジネスを担う中小企業が多様なかたちで
存在しているありのままの現象を豊かに記述し，その世界を説明する実証主義を超えた
アプローチであり，いまでは実証主義よりもより一般的なものになってきていると言わ
れる（Curran and Blackburn 2001 :

7
103）。

3つは，Torrès と Julien がいう「変性」の議論の根拠の 1つとなっているグローバリ
ゼーションについてである。Torrès と Julien によれば，グローバリゼーションは，現在
の小企業の「パラダイム」を「変性」させる必要性を増大させており，増え続けるス
モール・ビジネスの数は，小規模でありながらグローバル経済で活躍するようになって
いると主張している。この点に関して Curran は，たしかにより多くの中小企業がグ
ローバル経済に積極的に参加しているが，全企業の 3分の 2はサービス業でかつそれは
国内での事業であり，グローバル経済に積極的に参加することがどの程度重要なことで
あるのか，という疑問を呈している。また，繰り返し指摘するように，中小企業の大部

────────────
７ 定性のアプローチがより一般的になってきているのは，中小企業ないしスモール・ビジネスの研究とよ
り親和性のあるアントレプレナーシップ研究においても同様であるとの指摘がある（Javadian et al.
2020 ; Gartner and Birley 2002 ; Suddaby et al. 2015）。
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分は小規模企業なのであるという規模の極端な分布を踏まえると，「グローバル」にな
りえる中小企業というのは，中小企業全体のなかでもごく一部の企業にすぎないと主張
する。
以上から，Curran は，Torrès と Julien はその論文において，現在のスモール・ビジ
ネスの研究を固定的で硬直的なものとして描いていること，ビジネスを取り扱うより広
い研究コミュニティから自らを封印していること，また，大企業と中小企業を区別する
際の境界線上の問題を誇張していること，そしてさらに深刻なこととして，これらの問
題を解決するために質的研究者が行ってきた貢献を考慮に入れていないこと，を痛切に
批判する（Curran 2006）。そして，スモール・ビジネスがグローバル企業であることは
ほとんどない，あるいは今後もそうなる可能性があることよりも，むしろその結果とし
て生じる経営や組織構造への影響のほうが問題であるが，現在のスモール・ビジネスを
めぐる研究は，他の最近出現しつつある影響と同様に，これらの問題に対処することが
できるとする。こうして Curran は，Torrès と Julien の見解は，認識論的にだけでなく，
方法論的にも実証的にも失敗していると批判した（Curran 2006）。

Ⅲ-3．Runyan と Covin による SBO（スモール・ビジネス・オリエンテーション）
中小企業をめぐる議論は，経営研究の国際ジャーナルのなかで，数多くの議論が展開
されてきているが，1980年代後半，とくに 2000年代に入ってから，アントレプレナー
シップ研究が経営研究の学術コミュニティのなかでの独自の学術領域の地位に加えて
（Gartner, 2013 ; Shane 2012），実証研究など方法論といったものの確立が果敢に目指さ
れてくるようになった（Chandler and Lyon 2001 ; Dean et al. 2007 ; Low and MacMillan
1988）。アントレプレナーシップ研究独自の国際ジャーナルを発行する動きもあったが，
既存の中小企業関連の国際ジャーナルにもアントレプレナーシップの内容がオーバーラ
ップするようになっていった。
Volery と Mazzarol は，中小企業ないしスモール・ビジネスだけでなく，アントレプ
レナーシップの研究分野の進展を明らかにするために，1982年から 2012年までに
ISBJ に掲載された 660本の論文を対象に書誌学的な検証を行い，その研究分野の進化
を分析した（Volery and Mazzarol 2015）。Volery と Mazzarol は，ISBJ の主眼はそれま
で中小企業ないしスモール・ビジネスであったが，アントレプレナーシップに特化した
論文の数が大幅に増加していることを明らかにするとともに，アントレプレナーシップ
研究をめぐって記述的研究よりも理論的研究が増加していること，さらにこの点に加え
て，中小企業ないしスモール・ビジネスの分野では，これと同様の議論がほとんど行わ
れていないことを指摘している（Volery and Mazzarol 2015）。その後も，アントレプレ
ナーシップ研究はさらに飛躍的に成長していったが，これに対して，中小企業ないしス
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モール・ビジネスに対する関心はむしろ衰退してきたとの指摘もある（Runyan and
Covin 2019）。Volery と Mazzarol は，アントレプレナーシップに関連した問題への関心
が高まっているにもかかわらず，学者や政策立案者には，今後の研究においても，ス
モール・ビジネスを重要な焦点として維持することを奨励するために，重要なこととし
て，（とらえどころのない「スモール・ビジネスの理論」を追求するのではなく）「ス
モール・ビジネスの視点（small business perspective）」を開発するための努力を研究者
に求めた（Volery and Mazzarol 2015）。Volery と Mazzarol によれば，中小企業を研究
対象とする研究者は，スモール・ビジネスそのものでなくスモール・ビジネスにかんす
る知識を提供しようとするのであれば，中小企業のサンプルを用いて研究するさいに
は，スモール・ビジネスとしてブランド化する以上のことをしなければならないと指摘
した（Volery and Mazzarol 2015）。
中小企業は，大企業と比べて相対的に規模の小さい企業の総称であるが，その規模の
相対的な小ささ以上のものが「スモール・ビジネスの視点」であるとすると（Volery
and Mazzarol 2015），この「視点」ははたして何を意味するであろうか。Volery と Maz-

zarol は，その「視点」の重要性こそ中小企業を研究対象とする研究者に進言したが，
その内実は必ずしも明らかにされていない。そこで，相対的な規模の小ささを超越した
「スモール・ビジネスの視点」について議論を展開させていくことに期待される 1つの
議論をここで紹介したい。それが規模の小さい企業がもつ潜在的な志向性であり，Run-
yan と Covin が，ISBJ などと同じく中小企業関連の代表的な国際ジャーナルの 1つで
ある Journal of Small Business Management にて 2008年に発表した SBO（Small Business
Orientation：小企業志向）と主張されるものである（Runyan and Covin 2019 ; Runyan et
al. 2008）。
ここで議論の起点となるのは，スモール・ビジネスを担う企業家の志向性であり，こ
れによる行動のあり方の変化である。企業家の志向性をあらわす 1つの指標が目標であ
る。小企業のオーナーが短期と長期にどのような目標をもつかという目標の区別は，か
つてから研究の関心事の 1つであった（Carland et al. 1984 ; Davidsson 1989 ; Woo et al.
1986）。こうした視点は，アントレプレナーシップ研究の勃興と相俟って，起業する者
（アントレプレナー）が誰かという視点から，企（起）業家か否かということと関連づ
けて議論されるようになった。具体的には，アントレプレナーには，革新性（innova-
tiveness），先取性（proactiveness），リスク・テイク（risk-taking）といった要素があると
され（Covin and Slevin 1989 ; Miller 1983 ; Lumpkin and Dess 1996），こうした要素を
備えた志向性を，Runyan らは，EO（Entrepreneurial Orientation：企業家活動志向）と
し，さらにこれに対して，アントレプレナーであるとは言えない一般の小企業の企業家
の志向性を SBO とした（Runyan et al. 2008）。このように，アントレプレナーシップ
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は，スモール・ビジネスの経営者の日常を超えたものとして位置づけられた（Volery
and Mazzarol 2015）。
スモール・ビジネスを担う企業家の SBO に該当する志向性は，Runyan らが SBO と
いう概念を提唱する以前から，いくつかの研究で指摘されていた。たとえば，企業家が
スモール・ビジネスを担うことは，企業家の人格の延長線上にあり，また個人的な目標
を達成するためであり，さらに家族の収入を得るためでもあるという（Carland et al.
1984）。また企業家には，生計を立て，余暇を増やすといった一貫した個人戦略がス
モール・ビジネスを担うことにあることを発見するとともに，小企業のオーナーのビジ
ネスに対する感情的な関係や愛着があるという（Jenkins and Johnson 1997）。さらに，
小企業のオーナーの態度には，個人と企業としてのビジネスのバランスを取るためのコ
ミットメントと欲求があるという（Brush and Chaganti 1999）。SBO は，スモール・ビ
ジネスを担う企業家の行動に起因する志向性を，EO との違いからより明確にしようと
するものであり，ここでの最大の関心事の 1つは，企業家が有する EO ないし SBO の
程度を測定するための測定モデルを提案・検証であった。
Runyan と Covin は，最初に SBO のコンセプトを世に問うてから，その約 10年後
に，経営領域の国際ジャーナルとしてその影響度合いが非常に高いことで知られる En-

trepreneurship Theory and Practice において SBO をめぐる論文を発表し，再び SBO のコ
ンセプトのさらなる精緻化を試みている。Runyan と Covin はスモール・ビジネスを担
うオーナー・マネジャーの個人を超越した，普遍主義（universalism）と博愛主義（be-
nevolence）といった価値観（values）がスモール・ビジネスの存続を可能にすることを
指摘する（Runyan and Covin 2019 ; Schwartz 1994）。ここでいう普遍主義は，環境や地
域社会との外向きのつながりとかかわっている。具体的には，環境を保護すること，美
の世界，自然との一体，広い心，社会的正義，知恵，平等，平和な世界，そして内なる
調和，すべての人々と環境の福祉に対する義務，寛容さ，および一般的な懸念が含まれ
る（Schwartz 1994）。また博愛主義は，従業員，顧客，および経営者といった内向きの
つながりとかかわっており，具体的には，役に立つ，正直，寛容，忠誠，責任，真の友
情，精神的な生活，成熟した愛，そして人生の意味が含まれる（Schwartz 1994）。これ
らの価値観には，相対的な重要性に応じて優先順位がつけられることで順序づけられる
（Schwartz 1994）。
スモール・ビジネスを担う企業のオーナー・マネジャーの個人の価値観が，自己超越
的となる 2つの理由がある（Runyan and Covin 2019）。1つは，スモール・ビジネスを
担う企業では，オーナー・マネジャーが主導することで代表者の考え方や信念が強く経
営に反映されるためである。もう 1つは，スモール・ビジネスを担う企業では，トッ
プ・マネジャーの直接的な権限が強くかつ操作可能な範囲が広いためである。こうして
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SBO は個人を超越し企業レベルとしてみることができる。企業レベルでの SBO には，
普遍主義と博愛主義とそれぞれで 3つずつ，6つの次元に反映される。具体的には，普
遍主義には，市民的配慮，パフォーマンスの多元性，組織的スチュワードシップが，ま
た博愛主義には，ビジネスの完全性，顧客対応力，従業員中心主義の価値観が含まれ
る。当該企業において SBO が高くみられるさいには，企業の評判を高める，ステーク
ホルダーからの忠誠心を得られる，組織のロバストネスに有効である，トップ・マネジ
ャーの SBO が組織全体の自己同一性に寄与する，といった各種効果が散見される可能
性があるという（Runyan and Covin 2019）。
このように Runyan らが提唱する SBO のコンセプトは，スモール・ビジネスを担う
企業におけるオーナーやトップ・マネジャーの個人の性質およびその個人を超越した企
業の，一見バラバラに見える決定や行動を普遍主義と博愛主義といった価値観として認
識することができうる。たしかに，SBO は現時点ではコンセプトの提示に留まってお
り，その実証はこれからの課題となっている。実際に Runyan と Covin は引き続き
SBO の実証を進めようと計画しており，その研究成果に期待がもてる。このように，
SBO の有効性はこれから実証されていくことになるが，SBO は，スモール・ビジネス
を担う企業家および企業の特質を描き出す「レンズ」であり，相対的に規模の大きな事
業ないしそれをより追求しようとするその担い手，すなわち「大」との差異を明らかに
する有効な「スモール・ビジネスの視点」（Volery and Mazzarol 2015）になりえる。こ
のことは，SBO が EO との対比で捉えられていることからも明らかであろう。
しかしながら，SBO の考え方に問題がないわけではない。実際，企（起）業家は，
民間，公共，非営利を問わず，あらゆる種類や規模の組織に存在する可能性があると指
摘されている（Volery and Mazzarol 2015）。このことと同様に SBO もまた，あらゆる
種類や規模の組織に存在する可能性がある。すなわち SBO は，あくまで「大」との差
異を明らかにする「スモール・ビジネスの視点」にとっては有効なツールとなりえる
が，逆に言えばスモール・ビジネスに共通の同質的な側面であり，スモール・ビジネス
を超えた存在である中小企業の特質を明らかにするツールにはならない可能性がある。
たとえば，ある特定産業分野で，範囲規定上は大企業に分類される企業でも，当該大企
業が担う事業はつねに大規模の事業であるというわけではなく，場合によって事業分割
をし，その事業規模を縮小することで最終的に実質的にスモール・ビジネスを手がける
ことがある。この場合には，ある時期において，大企業においても SBO が強く表出さ
れる場合があるということになる。以上から，SBO は「スモール・ビジネスの視点」
（Volery and Mazzarol, 2015）の 1つの有効なツールになるが，スモール・ビジネスをお
もに担う中小企業の特質を明らかにするツールとは必ずしもならないと言える。
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Ⅳ 中小企業の異質性をとらえる

Ⅳ-1．存在の多様なかたち
中小企業と一言でいっても，「中」と「小」のように規模別に異なる企業が含まれて
いることから，中小企業には極めて多様な企業が含まれている。それは「小」とする企
業（小企業）をとりあげても同様であ

8
る。小企業（small enterprises）の形態がより多岐

にわたっていることはこれまでにもたびたび指摘されてきた。たとえば，Curran と
Blackburn は，小企業が経済のあらゆる分野で事業を展開していること（なお Curran と
Blackburn は，コンピュータ・ソフトウェア，キャンドル製造，保険，楽器製造をあげ
ている）をあげている。
さらに，小企業というように，企業の規模が小さいと言っても，当該小企業が担う事
業が単一でも小規模でもあるわけではない。すなわち，小企業が担う事業は必ずしもス
モール・ビジネスであるわけではなく，スモール・ビジネスという単位をはるかに超え
た存在である（Curran 2006 ; Volery and Mazzarol 2015）。小企業は，「その見かけの単
純さと形式化されていない性質」とかつて称されたが（D’Amboise and Muldowney
1988），Schaper らは，一般的な意味で，スモール・ビジネスが次の 4つの特徴によっ
て特徴づけられるとする（Schaper et al. 2014 ; Volery and Mazzarol 2015）。具体的には，
1．スモール・ビジネスは，独立して所有され，運営されている，2．所有者（オー
ナー）は，運転資本のすべてでないにせよほとんどに貢献している，3．おもな意思決
定機能は，所有者に委ねられている，4．事業は，市場シェアが小さい，である。これ
らゆえに，小企業はスモール・ビジネスという単位をはるかに超えた存在であるとされ
る。
たとえば上のスモール・ビジネスの 4つの特徴のうち，2の運転資本の構成者につい
てみれば，運転資本の所有者（オーナー）が誰にどのようなかたちで分散されているか
である。それが家族・親族で構成されるファミリー・ビジネスであるのか，第三者を含
めたビジネス形態であるのかによって，当該中小企業の形態が異なる。さらに，これに
加えて，小企業の経営者やオーナーは，その性別，年齢，学歴，さらに民族などを考慮
すると，さらに多様になる（Curran and Blackburn 2001）。また，小企業の取締役会の種
類についても，非常に断片的な結果しか知られていなかったが（Jonsson 2013），企業の
3つの重要な機能である所有者，取締役，役員の間の分化のレベルから取締役会の構成
をみると，6つの異なるタイプが明らかとなっている（Karoui et al. 2017）。さらに小企
────────────
８ 欧州では，中小企業（SMEs）と区別される企業に，マイクロ・ビジネスがあるとの見解もある（Gher-

hes et al. 2016）。
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業の事業特性は，立地場所によって異なる可能性もある。たとえば，国によっても異な
るかもしれないし，また一国内でも繁華街かそうでないかによっても，そのコミュニテ
ィのあり方が異なる可能性が考えられる（Runyan et al. 2008）。
このように中小企業にはその内部に多様性がある。こうした中小企業の多様性は異質
性（heterogeneity）と呼ばれる。研究者は多くの場合，中小企業の異質性を過小評価し
ているため（Karoui et al. 2017），異質性それ自体が中小企業の経営や政策においてどの
ような影響をもたらすかについて，まだ十分に明らかにされていない部分が大きい。

Ⅳ-2．成長の多様な志向性
中小企業の異質性のなかでも，とくに研究者を悩ましてきた議論の 1つが，企業成長
にかんするものである。そもそも中小企業といった相対的に規模が小さい企業が，数多
く存在し続けているのは，はたしてなぜであろうか。それは，新規に発生して間もない
企業がある一定数存在することも考えられるが，むしろ以前から存在してきた企業のす
べてが成長段階に移行していないため，あるいは企業家もまた成長を強く志向している
わけではないためであろう。
企業成長には，成長維持・進化・乱流といった段階があり，その各々に異なった解決
策があるもの，それが問題の根源となって当該企業に危機や変化をもたらす（Greiner
1972）。企業成長には一定の限界があるが，小企業の場合には，専門性の追求が成長を
促す一方同時に制限する要因となるために，大企業の成長とは異なると言われる
（D’Amboise and Muldowney 1988 ; McGuire 1976）。
また，企業家は必ずしも成長志向を有するわけではない。企業家がその事業をなぜ担
うのかという動機は，企業家によってさまざまであることが知られている。たとえば，
事業の初期段階において，企業家がしっかりとした利益目標をもって事業を運営しよう
とする場合には，その事業の成長に対してプラスの影響を与えるが，しかしその事業の
運営が趣味である場合には，事業の成長に対してマイナスの影響を与えるという
（Cowling 2006 ; Manolova et al. 2012）。また事業の成長には，利益目標などといった外
発的動機だけでなく，世間に認められたい，興奮を味わいたい，運命をコントロールし
たい，新規事業に対する最終的な責任を持ちたいといった内発的動機との組み合わせが
重要との指摘もある（Naffziger et al. 1994 ; Kuratko et al. 1997）。
このように企業家の事業の運営に対する動機はさまざまであり，そもそも人々が必ず
しも明確な成長意図をもって新規事業を開始するとは限らない（Manolova et al. 2012）。
さらに小企業のすべてが成長することを選ばず（Wiklund et al. 2003），期待される財務
的成果よりも従業員の幸福のような非経済的な要素をより重要視した企業行動をとりう
る可能性がある（Manolova et al. 2012）。すでにみたように，これらの点は，企業家が
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EO と SBO のどちらの志向性を強くもつかといった志向性の違いにも共通しており
（Runyan et al. 2008），中小企業が中小企業として存続していくという経営行動のあり方
の 1つである。
しかし，企業家の動機にあらわされる成長の志向性もまた多様である。これは，小企
業の基本属性，すなわち，規模や事業内容，さらに企業家の性別，年齢，学歴，さらに
民族などといった諸点はそれぞれが多様であるのと同じである。規模をほとんどといっ
てよいほど大きくせずに事業の安定性を志向することも，またある機会に直面したさい
に成長意欲を高めて事業の成長を志向することも，どちらも当該企業の経営のあり方で
あろう。これは，小企業は大企業よりも日和見主義者である可能性が高く，経営実践，
生き残り，事業発展に「ランダムウォーク」のアプローチを採用していると指摘されて
いたように（Geroski 1999 ; Curran 2006 : 206），小企業の経営のあり方の 1つである。
しかしここで強調しておきたい点の 1つは，こうした成長の志向性が，当該小企業を例
にあげてみると，あるときにはほとんどなく，あるときに生じ，またその後減じるな
ど，時間の経過にともなって変化するという可能性である。われわれが観察する小企業
は，観察している事業活動のひと時のプロセスにすぎない。観察のときに発見される事
項はたしかに 1つの事実であろうが，当該企業の一生というプロセス，すなわち長期に
わたる「旅」という観点から事業活動を見れば（McMullen and Dimov 2013），そのプロ
セスにおいて，当該小企業の企業家が事業をより成長させたい，事業を安定させたい，
事業を売却などして縮小させたい，などといった意思決定と企業行動にかかるさまざま
な場面があり，それらの組み合わせによって「ランダムウォーク」的な歩みとなろう。
ここでは企業の成長の志向性を 1つの題材として述べてきたが，中小企業の異質性を
とらえるためには，当該中小企業あるいはその企業家について，時間の経過にともなう
プロセスを考慮することが重要であろう。

Ⅴ 中小企業研究と経営研究への理論的貢献

かつて D’Amboise と Muldowney は，スモール・ビジネスのための壮大な経営理論，
すなわちスモール・ビジネスのマネジメントを説明し導くことのできる包括的な理論的
枠組は存在しないと指摘したが（D’Amboise and Muldowney 1988），このことは中小企
業の異質性を考慮すると，理論的枠組の構築はさらにいっそう困難になることが推察さ
れる。しかしこのことが問題になるかと言えば，必ずしもそうはならない。そもそも異
質性をもつ多様な中小企業を同質的あるいは画一的に描くこと自体に意味がないと言え
る。それでは，中小企業研究は，経営研究においていかなる理論的貢献を果たすことが
できるのであろうか。
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スモール・ビジネスをめぐる議論は，国際ジャーナル上でホットなイシューの 1つで
あったが，アントレプレナーシップ研究の勃興とともに，その後においてはスモール・
ビジネスをめぐる議論よりも，その後にはアントレプレナーシップに関連した問題への
関心に移っていくことになる。こうした現状を受けて，Volery と Mazzarol は，アント
レプレナーシップに関連した問題への関心が高まっているのに対して，スモール・ビジ
ネスが今後の研究の展開において重要な焦点として維持するために，とらえどころのな
い「スモール・ビジネスの理論」を追求するのではなく「スモール・ビジネスの視点」
を提唱したのである（Volery and Mazzarol 2015）。
さらに Volery と Mazzarol は，その主張に続けて，研究者は，知識（knowledge）よ
りも叡智（wisdom）に基づくフレームワークをもちいて，当該分野におけるパラダイ
ム開発のための戦略的なオプションを開発することを提唱する（Volery and Mazzarol
2015 : 392-393）。そこで Volery と Mazzarol がとりあげているのは，Watkins-Mathys
and Lowe（2005）の議論である。そこでは，「プロセス」，「パターン」，「構造」という
3つの基準に基づいた概念的なトライアドが提案されている。これら 3つの基準はすべ
て相互に依存しており，複雑で生きているシステムを理解するために必要なものである
という。このような視点から，中小企業ないしスモール・ビジネスが大企業ないし大事
業，すなわち「大」とどのように異なるかの証拠の解明を追求することによって
（Volery and Mazzarol 2015），「大」との差異が明らかになるとする。
Watkins-Mathys and Lowe（2005）の議論に基づく Volery と Mazzarol が提唱した

「大」との差異を明らかにしていく作業は，いまだ途上であるが，この「大」との差異
を明らかにしていこうという中小企業研究の成果は，経営理論の発展に大きく貢献する
ことが期待される。一般的に知られた経営理論は，大企業ないし大事業を想定して構築
されている場合が多い。「すべての大企業の研究は例外なく，無関係であるとして拒絶
されるべきである」という見解もないわけではないが（Torrès and Julien 2005 : 358），
大企業ないし大事業を想定されて構築された理論は，中小企業研究の継続的な活発さが
示すように，むしろ中小企業研究のきっかけの 1つとなっている（Curran 2006）。さら
に，大企業ないし大事業を想定して構築された理論は，中小企業やスモール・ビジネス
には当てはまらないとの指摘もある（Curran and Blackburn 2001）。しかし，その適用可
能性について評価することよりも，たとえば大企業というのは企業全般からすればほん
の一部しか存在していないために，そうしたサンプルサイズが小さく代表性が疑わしい
事例の一部に基づいた理論やモデルに懐疑的になるべきであるとの主張もある（Curran
2006）。
かつて Weick は，組織研究者に対して，「大企業の組織を避け，代わりに，日常的な
出来事，場所，疑問，ミクロ組織，不条理な組織を調べること」を求めた（Weick
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1979）。このことは，中小企業を研究対象にすることによって，大企業ないし大事業に
みられる複雑な組織よりも，組織に関連する現象が，目に見えやすく，仮説を立てやす
くなるとするものである（D’Amboise and Muldowney 1988）。この命題は，経営研究の
領域におけるより多くの研究者が，これからさらにいっそう中小企業を研究対象として
とりあげていくことを促すものである。大企業ないし大事業を想定して構築された，誰
もが当然と思う既存の理論は，中小企業の研究をつうじて疑いが生まれ，その疑いを生
じさせ，それにチャレンジするかたちで研究への問いを発展させることができうる。こ
うした方法は，「方法論的問題化」（Alvesson and Sandberg 2011 ; 2013）と呼ばれ，批
判的マネジメント研究（CMS : Critical Management Studies/CMR : Critical Management
Research）の一部となる（Alvesson and Deetz 2000 ; Alvesson and Sandberg 2013）。つま
り，中小企業を研究対象とした研究をすることで得られた中小企業にかんするさまざま
な「叡智」は，中小企業を念頭に置いた理論の構築に挑んでいくというよりも，またさ
らには，大企業ないし大事業のあり方を文字どおり「批判」するというよりも，むしろ
既存理論の修正や拡張を促し，経営理論の発展に大きく貢献することにつながると期待
されるのである。これが中小企業研究の経営研究への理論的貢献であると言える。

Ⅵ 小結－「中小企業らしさ」の追求－

本研究では，おもに経営研究の領域における国際ジャーナルに掲載された論文の知見
をとりあげながら，研究対象として中小企業をとりあげるさいに，研究上加味しなけれ
ばならない諸点を明確にすることを目的としていた。本研究で先行研究のいくつかを基
に具体的にとりあげてきたのは，1つは，大企業ないし大規模事業，すなわち「大」と
の差異か，あるいはもう 1つは，中小企業の異質性か，の 2つの論点であった。これら
2つの論点をめぐっては，現在までにも国際ジャーナル上で関連した議論が展開されて
いるところである。
本研究では，議論を整理するうえで，2つの論点をそれぞれ個別に説明してきたが，
本研究をつうじて主張したいことの 1つは，中小企業を研究対象とするさいには，これ
ら 2つの論点は，「大」との差異かあるいは異質性かといったかたちでどちらか一方に
ついてのみ焦点を当てるということではなく，それら 2つの論点をどちらも合わせて同
時に考慮するべきであるということである。
さらにもう 1つは，それら 2つの論点をめぐる考慮の順序である。論点の 1つめとし
てとりあげた「大」との差異は，中小企業の「中小」を規定する前提であり，さらに理
論的貢献につながりうるものである。こうしたことから，ここでは論点の 2つめとして
とりあげた中小企業の異質性としての多様性を踏まえ，その異質性の何を議論するかを
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まず規定し，そのうえで「大」との差異を解明していくことを主張する。たしかに，こ
こで規定される中小企業の異質性は，その異質性の一側面にすぎないかもしれない。し
かしながら，中小企業の異質性が極めて多元的であるゆえに，中小企業というキーワー
ドをとりあげるだけでは，中小企業のどういう点に焦点を当てているか不明瞭であるた
め，議論を展開させていくうえでは重要な議論上の設定の 1つとなるのである。
中小企業の異質性の何を議論するかという議論上の設定は，その異質性が何かという
ことにとどまらず，あらゆる現象（Weick 1979）をつうじて「大」との差異を明らかに
しなければならない。「スモール・ビジネスの視点」を提唱した Volery と Mazzarol は，
Watkins-Mathys and Lowe（2005）の議論を踏まえ，「プロセス」，「パターン」，「構造」
という 3つの基準からの「大」との差異を解明していくことを説いたが，私見では，
Runyan と Covin が提唱した SBO における普遍主義と博愛主義という価値観もまた
「大」との差異を解明する一助になると期待する。中小企業の異質性を前提とした（す
なわち，それが何かを議論上の設定においた）SBO を，ここで「中小企業らしさ」と
表現することを提案する。この「中小企業らしさ」の追求こそが，中小企業の異質性の
現象がより解明されることで，たんに中小企業という企業の形態を類型化するだけにと
どまらず，「スモール・ビジネスの視点」としての SBO などを援用・発展させていく
ものであり，これによって，「大」との差異が解明され，既存の諸理論の拡張や修正な
どといった経営研究の理論的発展に大きく貢献することが期待されるのである。この
「中小企業らしさ」の追求こそが，中小企業を研究対象とするわれわれが研究上加味し
なければならない点である。
ところで，中小企業という概念は，冒頭にも述べたように，世間一般に認知されてい
るはずであるが，国際ジャーナルに掲載されている先行研究の多くでは SBO と同様に
スモール・ビジネスないし小企業としたかたちで，「小（スモール）」のみに焦点を当て
る傾向があるように見える。中小企業という概念は，世間一般的に認知されているはず
であるが，なぜ中小企業の「中」については，一部の研究を除いて（たとえば Curran

（2006）など）あまり意識的に触れられていないのであろうか。研究上，中小企業とい
う用語を使う場合には，「中」を「小」とのたんなる規模的な相違としてとらえるので
はなく，まさにその規模の相違に起因する中小企業「層」内部の異質性を考慮すること
が求められる。仮に，そのことが考慮されないということであれば，その企業を中小企
業と敢えて呼称する必要はなく，小企業でよいということになろう。こうした点は今後
検討していくべき課題の 1つである。
本研究では，研究対象としての中小企業について，おもに日本の研究者を対象として
話題を提供してきたが，最後に，中小企業研究の研究者としての基本的な立ち位置につ
いて指摘しておきたい。そもそもわれわれはなぜ中小企業を意識的に中小企業と呼び，
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そしてその中小企業を研究対象とするのであろうか。こうした中小企業に対する研究者
個人の思いや姿勢がまずは問われるべきであろう。そのうえで，中小企業研究は，学術
コミュニティのためでなく，あくまで中小企業のためのものでなければならない。われ
われ中小企業研究者は，研究対象となる中小企業ないし，中小企業を中心として中小企
業にかかわるすべての方々の立場を十分に理解し，相手にできるだけ寄り添うかたちで
「私たち」共有の立場をとることが重要である（Dimov et al. 2020）。それでは，われわ
れが中小企業により寄り添ったかたちで，中小企業を対象とした研究をどういうかたち
で進めていけばよいかについては，稿をあらためて論じることにしたい。

付記
本研究の議論の多くは，筆者と研究志向の多くを同じくする中小企業に関心をもつ研究者との絶え間

ない議論に基づいている。ここで研究者のお名前をすべて記すことはできないが，なかでもとりわけ平
野哲也先生（山口大学経済学部）および田代智治先生（長崎県立大学経営学部）の両先生には，数度に
わたる議論をつうじて本研究の構成につながるいくつかのヒントを得た。その意味で本研究は，両先生
との議論による共有資産の賜物である。両先生には，この場をお借りし，感謝の意を表したい。なお本
研究でありうるべき過誤は筆者の責に帰することを明記する。
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